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新幹線と航空が競合する都市間における交通機関選択モデルの構築*
Modal Choice Modeling of Inter-city Transportation Passengers

 : Competition Between High Speed Railway and Air Transportation*

寺部慎太郎**・加藤渉***・河野整****・水口昌彦*****
By Shintaro TERABE**・Wataru KATO***・Hitoshi KOUNO****・Masahiko MIZUGUCHI*****

１．はじめに

人々の都市間交通サービスに対する要望は多様化・高
度化してきており，各交通事業者もそれに対応しはじめ
ている．航空規制緩和の影響により実質的な航空運賃は
下降傾向にあり，新幹線の開業や鉄道車両の性能向上に
よって所要時間がそれほど変わらない都市間OD数も増
えてきている．またソフト的サービスにおいては，機内
サービスや各種割引運賃の設定など航空事業者が鉄道事
業者の一歩先を行っているのが現状である．
そこで本研究では，新幹線と航空が競合する都市間に
おいて，旅客を対象とした交通行動調査を行い，そのデ
ータを用いて交通機関選択モデルを構築する．その目的
は，交通マーケティングの視点から，運賃割引戦略や
様々なマーケティング方策が，都市間旅客の交通機関選
択行動にどのような影響を与えるかを分析するための基
礎的な知見を得ることにある．まず初めに最も初歩的な
二肢選択モデルを構築し，既存研究や報告
書に見られる都市間交通機関選択モデルの
推定結果と比較して，本モデルの特徴を考
察する．次に，このモデルを用いて新幹線
の運賃が割引されることによって，機関分
担率がどのように変動するか分析する．さ
らに，様々なマーケティング方策をも取り
込んだモデルを構築することによって，そ
の特性と旅客の選択行動の関係を明らかに
する．

２．用いるデータ

本研究で用いるデータは筆者らが独自に実施した，A
都市圏－B都市圏間を移動する旅客を対象にした行動意
識調査から得ている．これらの都市圏間は約450kmで
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あり，新幹線と航空の機関分担率はほぼ拮抗していると
いわれている．調査は，2001年11月18日(日)～19日(月)・
11月25日(日)～26日(月)の4日間，始発（初便）から終電
（最終便）までにわたり，A都市圏を代表する空港と新
幹線駅で調査票を配布し，郵送回収したものである．配
布部数は4,596部，回収部数は1,957部，回収率は43%であ
った．調査票の主な内容は，A－B都市圏間の移動（ト
リップ情報），新幹線や航空の運賃・予約・サービスに
関する意識，個人属性である．得られたサンプルの傾向
として，男性62%，20歳代が15%と30,40,50歳代がそれぞ
れ20数%，会社員が52%，A都市圏在住者とB都市圏在住
者がそれぞれ約45%ずつ，出張目的が31%，旅行・レジ
ャー目的が23%，帰省目的が18%，往復を別々にカウン
トした利用交通機関は航空が52%，新幹線が46%となっ
ており，概ね対象とする旅客を代表するデータが得られ
たと考えている．その主な個人属性などの構成比を図１
にしめす．

３． 交通機関選択モデルの構築とその結果の考察

（１）ロジットモデルによる交通機関選択モデルの構築
本節においては，前章で収集したデータを用いて，新
幹線と航空機の交通機関選択モデルの構築を行う．なお，
パラメータ推定の際に用いたデータは，データ上A－B
都市圏間を移動していると確認ができるトリップを選ん
で使用した．また，効用関数の形としては，線形を仮定
した．

（２）パラメータ推定結果
GAUSS（Aptech Systems Co.,Lted.）のCMLパッケ
ージを用いて，パラメータ推定を行った結果を，モデル
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図１　データの個人属性など
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１，モデル２の場合に分けて表１に示す．モデル１は所
要時間と運賃のみを説明変数としたものであり，モデル
２は性別や職業，移動目的などを説明変数として取り入
れ，数回に渡るt検定の結果，そのうちの幾つかが有意で
ないとして排除されたものである．両モデルともパラメ
ータの符号，t値は妥当であり，各種統計値では尤度比と
的中率がやや低いが，全体的に概ね良好な結果が得られ
た．

ラインホールとアクセス・イグレスの所要時間・運賃
のパラメータを比較すると，モデル１，モデル２ともア
クセス・イグレスの方がパラメータの絶対値は大きく，
本研究の対象のような都市間交通機関選択問題ではライ
ンホールの所要時間・運賃はさほど大きな支配要因とな
っていないことがわかる．また，モデル２の航空機につ
く選択肢固有変数を見ると，新幹線は女性で年齢が高く
なるほど好まれ，私用目的で使われる傾向があるのに対
して，航空機は仕事目的で使われるという傾向が見られ
る．
この傾向は，所要時間が短く急ぎの仕事で使われる航
空機と，のんびりとした私用目的で使われる新幹線とい
う旧来のイメージを表しているようにも解釈でき興味深
い．ただし，近年の航空規制緩和による航空運賃の低廉
化をふまえると，このような傾向はやや古いものである
と考えられ，「高い運賃の航空機」というイメージを持

たない若年層が今後主要な旅客層となっていくことも視
野に入れると，新幹線の特徴は弱くなっていくことが予
想される．

（３）既存の交通機関選択モデルとの比較
本節では，既存の交通機関選択モデルと，前節で構築
したモデルとの比較を時間評価値の観点から行い，本モ
デルの特性について検討する．まず既存のモデルとして
近年刊行された報告書から，新幹線直通報告書1)，長期
需要予測報告書2)を取り上げる．前者は2地点間の流動に
ついて，代表交通機関が鉄道，航空，高速バス，自動車
である各モードの選択確率を，1段階で同時に予測する
ロジットモデルを構築したものである．また後者は，目
的別ODペア別に代表交通機関の分担率を予測するモデ
ルで，その構造は2段階非集計ロジットモデルである．
本研究で構築したモデルと，両報告書に記載されている
時間評価値とを表２に示す．

前者のモデルにおいては，時間評価値が，業務：6,308
（円／時間），観光：4,686（円／時間），私用等：2,40
2（円／時間）と，本研究で構築したモデルにおける値
（8,536（円／時間），12,257（円／時間））と比較する
と，かなり低い数字が報告されている．このモデルに使
用されているサンプルは，平成7年度幹線旅客純流動調
査における100km以上の距離帯のODペアに限定されて
おり，本研究が対象とした約450kmの都市間ODのみか
ら得られた時間評価値と比較すること自体に意味がない
ものかもしれない．
後者のモデルにおいて，業務目的での移動の時間評価
値は10,260（円／時間），観光等目的での移動の時間評
価値は5,880円（円／時間）となっている．業務目的のモ
デルにおいては，本研究で構築したモデル１より高く，
モデル２よりも低い結果となった．しかし，筆者らが構
築したモデルは，移動目的別ではないため，業務目的の
移動に限れば，時間評価値は求められた数字より高いも
のと考えられ，モデル1における時間評価値と長期需要
予測報告書のモデルの時間評価値はほぼ同程度であるこ
とが予想される．また，観光等目的の場合では，筆者ら
のモデルの時間評価値がいずれも高い数字を示している．

表2　時間評価値の比較

全目的

モデル１ 8,536
モデル２ 12,257

業務目的 観光目的 私用等目的

新幹線直通報告書 6,308 4,686 2,931

業務目的 観光等目的

長期需要予測報告書 10,260 5,880

単位：（円／時間）

表1　パラメータ推定結果

説明変数（単位） モデル１ モデル２

ラインホール所要時間（分）
-0.0127
(-16.4)

-0.0188
(-13.5)

ラインホール運賃（円）
-0.0000894
(-5.64)

-0.0000921
(-5.52)

アクセス所要時間（分）
-0.0274
(-9.86)

-0.0291
(-9.85)

アクセス費用（円）
-0.000452
(-3.62)

-0.000399
(-2.99)

イグレス所要時間（分）
-0.0289
(-11.2)

-0.0303
(-11.1)

イグレス費用（円）
-0.000456
(-3.69)

-0.00038
(-2.89)

女性ダミー
-0.301
(2.53)

年齢（歳）
-0.0204
(5.21)

移動目的：出張ダミー
0.473
(3.15)

移動目的：私用ダミー
-0.316
(-2.54)

サンプル数 2000 1880
尤度比 0.179 0.206

的中率(%) 71.9 73.6
AIC 2287.58 2089.66

数値はパラメータ，カッコ内はt値．
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全体的に筆者らの調査から得られた時間評価値は，既
存モデルに比べて高い値を示している．この理由として，
筆者らのモデルではラインホール運賃を，航空では特定
便割引運賃など，新幹線では回数券や企画切符などの旅
客が実際に支払った運賃としているからと考えられる．
割引運賃の設定やその導入時期を戦略的に考える交通マ
ーケティングの考え方に立脚すると，既存の都市間交通
機関選択モデルの時刻表に基づく普通運賃を用いる方法
ではなく，本研究のように実勢価格を用いる方法が望ま
しいといえる．

（４）新幹線運賃の弾力性に関する考察
ここでは本研究で構築したモデルのうち適合度指標の
良好なモデル２を用いて，新幹線運賃を変化させた場合
の機関分担率の変動をみる．なお，各割引率において，
具体的な割引の仕方を以下に示す．
○平均割引率：1.8%の場合：「普通自由席乗車券」・
「普通指定席乗車券」を「往復割引
きっぷ」程度に値下げしたと仮定．
○平均割引率：3.1%の場合：「普通自
由席乗車券」・「普通指定席乗車
券」・「往復割引きっぷ」を「回数
券」程度に値下げしたと仮定．
○平均割引率：12%の場合： 「期間限
定企画きっぷ（12,000円）」より高
い運賃を，12,000円に値下げしたと
仮定．
○平均割引率：26%の場合：「ANA超
割（10,500円）」より高い運賃を，
「ANA超割」程度に値下げしたと仮
定．
○平均割引率：43%の場合：「JALバ
ーゲンフェア（7,500円）」より高い運賃を，「JALバ
ーゲンフェア」程度に値下げしたと仮定．
ただし，各平均割引率において，「グリーン席乗車
券」利用者は，運賃の値下げでは行動に変化を与えられ

ないとし，値下げの対象外とした．
結果を図２に示す．これによると，平均12%程度の値
下げで新幹線側に約3%の需要増加が見込めることが分
かる．また，新幹線運賃を「JALバーゲンフェア」程度
まで値下げすると，約10%程度の需要増加が見込めるこ
とが分かる．

４．マーケティング方策を取り込んだ交通機関選択モデ
ルの構築

調査では新幹線において考えられる客室サービスの改
善をマーケティング方策として捉え，24種類を提示した．
今回は望ましいものから順に５つを選ばせており，各マ
ーケティング方策に対する利用者の選好度を把握するた
め，各マーケティング方策の獲得ポイント（1位…5点，
2位…4点，…）を集計し，平均したものを図３に示す．

これによると，男性においては，「ビデオ・TVゲー
ム」などのサービスを望んでいるのと同時に，「インタ
ーネット使用環境の充実」などの生産活動を支援する環
境を求めているのが分かる．また，女性においては，中
年以上の年代では特に，毛布の貸出や個室など，車内で
快適にくつろげる環境を支援するサービスを求めている
ことが分かる．
そしてさらに，具体的にどのようなマーケティング方
策が交通機関選択に影響を与えることができるのである
か考えることにする．前章で構築した効用関数に24種類
のマーケティング方策を組み入れた上で，航空と新幹線
の機関選択モデルを非集計ロジットモデルで構築し，そ
の際のパラメータ推定時に，「t検定」を施すことによっ
て，そのマーケティング方策が機関選択に影響をおよぼ
すかどうかを判断する．ただし，注意しなければならな
いのは，各マーケティング方策を効用関数に組み込む時
にマーケティング方策は，性別や年齢などと同様に個人
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属性の一部として選択肢固有変数の形で組み込まれてい
るという点である．本来ならば，各マーケティング方策
それぞれについて，そのマーケティング方策の有無によ
って利用交通機関を変えるかどうかを質問するべきであ
るが，今回調査票の都合上，新幹線に望ましいサービス
として各マーケティング方策について質問をしているの
で，個人属性としてマーケティング方策を効用関数に組
み込まざるを得なかった．この点について，以下のパラ
メータ推定結果を見る際，気を付けるべきである．
まず，24種類すべてのマーケティング方策についてパ
ラメータ推定を行い，t値の絶対値が小さいもの，符号条
件が適合しないものを取り除き，パラメータ推定を繰り
返していった．その結果，最終的に表３に示す説明変数
が残った．

結果として，「コンビニでの切符の購入・受取」・
「ポイントサービスの導入」・「トイレの清掃」・「毛
布の貸出」・「託児所」の5種類のマーケティング方策
が利用者の交通機関選択行動に影響を与えるマーケティ
ング方策と判断された．しかし，マーケティング方策が
個人属性として効用関数に組み込まれている状況は変わ
らないので，上で有効と判断されたマーケティング方策
を導入するには，より一層の検討が必要であると考えら
れる．

５．まとめ
本研究では，新幹線と航空が競合する都市間において，
旅客を対象とした交通行動調査を行い，そのデータを用
いて交通機関選択モデルを構築した．その結果，本研究
の対象のような都市間交通機関選択問題ではラインホー
ルの所要時間・運賃はさほど大きな支配要因となってい
ないこと，また，新幹線は女性で年齢が高くなるほど好
まれ，私用目的で使われやすい傾向があるのに対して，
航空は仕事目的で使われやすい傾向が見られることなど
がわかった．また運賃弾力性を検討したところ，新幹線
運賃を「バーゲンフェア」程度まで値下げ，つまり約4
3％の値下げによっても，約10%程度しかの需要増加が
見込めないことが分かった．この結果は，約10%の値下
げで約10%の需要獲得が見込まれるとした既存研究結果3)

に比べてかなり運賃弾力性が低いものである．使用デー
タや試算した都市間ＯＤの違い，現況の機関分担率の違
いなど様々な要因が考えられるが，この点に関しては更
なる検討が必要である．さらに，車内サービス改善によ
るマーケティング方策が機関選択に与える影響について，
旅客層によって求めるサービスが異なることや，簡単な
機関選択モデルの援用により支配的な要素について抽出
することができた．
以上の成果により，本研究の目的である，交通マーケ
ティングの視点から，運賃割引戦略や様々なマーケティ
ング方策が，都市間旅客の交通機関選択行動にどのよう
な影響を与えるかを分析するための基礎的な知見を得る
ことは概ね達成された．今後の課題として，運賃弾力性
や車内サービス改善に関する検討を深めると共に，切符
の予約制度や割引制度と密接に関わる，期間限定型の事
前購入割引運賃を導入した場合の旅客の行動変化に焦点
を当てた研究が必要であると考える．
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表3　マーケティング方策を取り入れたパラメータ推定結果

説明変数（単位） パラメータ

ラインホール所要時間（分）
-0.0254
(-15.8)

ラインホール運賃（円）
-0.0000814
(-4.77)

アクセス所要時間（分）
-0.0283
(-9.53)

アクセス費用（円）
-0.000338
(-2.52)

イグレス所要時間（分）
-0.029
(-10.5)

イグレス費用（円）
-0.000407
(-3.07)

年齢（歳）
-0.0199
(-5.00)

コンビニでの切符の購入・受取
0.953
(7.98)

ポイントサービスの導入
0.46
(3.84)

トイレの清掃
0.41
(3.48)

毛布の貸出
0.42
(3.69)

託児所
0.381
(2.44)

数値はパラメータ，下段カッコ内はt値．


